
角山開発株式会社 　　　単位：円

金　　　額 金　　　額

812,286,149 222,753,345

24,069,000

198,684,345

2,890,197,969 1,039,550,810

13,925,866

1,025,624,944

2,440,179,963

50,000,000

2,789,101,243

利益準備金 12,500,000

その他利益剰余金 2,776,601,243

（当期純利益） (170,470,077)

自己株式 △ 398,921,280

3,702,484,118 3,702,484,118

貸 借 対 照 表
（令和８年５月３１日現在）

賞与引当金

その他

退職給付引当金

流　動　資　産

固　定　資　産

流　動　負　債

固　定　負　債

株　主　資　本

合　　　　　計 合　　　　　計

科　　　　　　目 科　　　　　　目

その他

資本金

利益剰余金



角山開発株式会社 　　　　　　　単位：円

金　　　　　額

1,643,818,258

1,184,216,744

売　上　総　利　益 459,601,514

281,631,019

営　業　利　益 177,970,495

45,163,246

9,390,016

経　常　利　益 213,743,725

20,613,110

18,244,258

税引前当期純利益 216,112,577

45,642,500

当　期　純　利　益 170,470,077

特　　別　　利　　益

特　　別　　損　　失

法　　人　　税　　等

損　益　計　算　書
（自　令和７年６月１日　至　令和８年５月３１日）

科　　　　　　　　目

売　　　 上 　　　高

売　　上　　原　　価

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用



科     目

【株主資本】

【資本金】

【利益剰余金】

利益準備金

（その他利益剰余金）

別途積立金

繰越利益剰余金

利益剰余金合計

【自己株式】

株主資本合計

純資産合計

変 動 事 由

当期首残高及び当期末残高

当期首残高及び当期末残高

当期首残高及び当期末残高

当期首残高

剰余金（その他利益剰余金）の配当当期変動額

当期純利益

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期末残高

当期首残高及び当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期末残高

金     額

50,000,000

12,500,000

546,000,000

2,220,131,166

△160,000,000

170,470,077

2,230,601,243

2,778,631,166

10,470,077

2,789,101,243

△398,921,280

2,429,709,886

10,470,077

2,440,179,963

2,429,709,886

10,470,077

2,440,179,963

(単位：円)

株主資本等変動計算書

角 山 開 発 株 式 会 社

自 令和  7年  6月 1日  至 令和  8年  5月31日



個 別 注 記 表

角 山 開 発 株 式 会 社

自 令和  7年  6月 1日  至 令和  8年  5月31日

1.　重要な会計方針に関する注記

　　　　　　（１）有価証券の評価基準および評価方法
　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

　　　　　　（２）有形固定資産の減価償却の方法
　　　　　　　　　定率法によっております。なお、平成10年4月1日以降取得した建物（建物
　　　　　　　　　付属設備を除く）及び平成28年4月1日以降取得した建物附属設備、構築物
　　　　　　　　　については定額法によっております。また、耐用年数および残存価格に
　　　　　　　　　ついては、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　　　　　　（３）無形固定資産の減価償却の方法
　　　　　　　　　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する
　　　　　　　　　方法と同一の基準によっております。

　　　　　　（４）引当金の計上基準
　　　　　　　　①貸倒引当金
　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に規定する方法と同一の
　　　　　　　　　基準により回収不能見込額を計上しております。

　　　　　　　　②賞与引当金
　　　　　　　　　従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上
　　　　　　　　　しております。

　　　　　　　　③退職給付引当金
　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額から中退共支給予定
　　　　　　　　　額を控除した金額を計上しております。

　　　　　　（５）消費税等の会計処理
　　　　　　　　　税抜き方式によっております。

　　　　　２.　株主資本等変動計算書に関する注記

　　　　　　（１）当該事業年度の末日における発行済み株式の数　　　　1,000株

　　　　　　（２）当該事業年度の末日における自己株式の数　　　        180株

　　　　　　（３）当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　　　　　　　　　令和7年8月6日の定時株主総会において、次のとおり決議されました。
　　　　　　　　①配当金の総額　　　　　　　　　  　10,000,000円
　　　　　　　　②配当金の原資　　　　　　　　　　　　利益剰余金
　　　　　　　　③１株当たりの配当額　　　　　　　　  12,195.1円
　　　　　　　　④基準日　　　　　　　　　　 　 令和 7年 5月31日
　　　　　　　　⑤効力発生日　 　　　　　　　　 令和 7年 8月 6日
　　　　　　　　　令和7年10月1日の臨時株主総会において、次のとおり決議されました。
　　　　　　　　①配当金の総額　　　　　　　　　   150,000,000円
　　　　　　　　②配当金の原資　　　　　　　　　　　　利益剰余金
　　　　　　　　③１株当たりの配当額　　　　　　　　 182,926.8円
　　　　　　　　④基準日　　　　　　　　　　 　 令和 7年10月 1日
　　　　　　　　⑤効力発生日　 　　　　　　　　 令和 7年10月 1日

 　　　　　（４）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　　　　　　　　　令和8年8月4日開催予定の定時株主総会において次のとおり決議を
　　　　　　　　　予定しております。
　　　　　　　　①配当金の総額　　　　　　　　　　　85,000,000円
　　　　　　　　②配当金の原資　　　　　　　　　　　　利益剰余金
　　　　　　　　③１株当たりの配当額　　　　　　　　 103,658.5円
　　　　　　　　④基準日　　　　　　　　　　　  令和 8年 5月31日
　　　　　　　　⑤効力発生日　　　　　　　　　　令和 8年 8月 4日


